
埼玉県北部地域振興センター

埼玉県マスコット 「コバトン」「さいたまっち」

事業報告書等作成のポイント
NPO法人
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埼玉県マスコット 「コバトン」

事業報告書を作成する意義
～NPO法人の情報公開～
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なぜ作成する必要があるのか?
特定非営利活動促進法（NPO法）第29条
特定非営利活動法人は、都道府県又は指定都市の条例で定め

るところにより、毎事業年度一回、事業報告書等を所轄庁に提
出しなければならない。
特定非営利活動促進法の施行に関する条例第６条
特定非営利活動法人は、法第二十九条の規定による書類の提

出を毎事業年度初めの三月以内に行わなければならない。

⇒提出を怠ると20万円以下の過料に課されるほか、最悪
の場合認証の取消も… 4



なぜ作成する必要があるのか?

特定非営利活動促進法（NPO法）の考え方
NPO法人の自主性・自立性を尊重し、情報公開
を通じた市民の判断が前提

⇒情報公開は法人が社会的信用を得るための
義務

◎ルールに則った見やすい報告書の作成が必要
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埼玉県マスコット 「コバトン」

事業報告書等とは?
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事業報告書等とは?
前事業年度中に実施した事業の成果や内容を報
告するもの

事業内容、決算書類、資産状況、役員・社員な
どを記した７種類の書類

・事業報告書等提出書
・事業報告書
・活動計算書
・貸借対照表

・財産目録
・年間役員名簿
・社員のうち10人以上の者の
名簿
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作成・提出時の注意事項など
毎年事業年度初め３か月以内にセンター・本庄市に
提出活動実績がない場合も提出が必要
提出された書類は共助社会づくり課・地域振興
  センターとホームページで公開 (＊本庄市)
（一般の方が閲覧・謄写可能）
作成の日から起算して５年が経過した日を含む
事業年度の末日までの間（約 ５年間）事務所に
備え置く必要あり
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提出書類一覧
書類名 事務所保管

（５年間） 所轄庁提出 インター
ネット公開

１ 事業報告書等提出書 × ○（１部） ×
２ 事業報告書 ○ ○（１部） ○
３ 活動計算書 ○ ○（１部） ○
４ 貸借対照表 ○ ○（１部） ○
５ 財産目録 ○ ○（１部） ○
６ 年間役員名簿 ○ ○（１部） ○※

７ 社員のうち１０名以
上の者の名簿 ○ ○（１部） ○※
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※住所をマスキングして公開

埼玉県マスコット 「コバトン」

各書類の確認ポイント
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事業報告書等提出書
①提出日を記載します
（郵送の場合は郵送日）

②宛先は埼玉県知事です
(本庄市の法人は本庄市⾧）

③法人住所、法人名、代表者名、
電話番号を記載します

※法人住所、法人名は定款どおり
に記載

④前事業年度の期間を記載します
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ガイドブックP.71

事業報告書

12

ガイドブックP.72

①「定款の事業名」には定款の「事業
の種類」に掲げた事業名を記載しま
す

②「事業内容」は具体的に記載してく
ださい
※事業を実施しなかった場合は「実
施なし」と記載してください

③支出額の合計と「活動計算書」の事
業費の合計は一致します。



活動計算書
特定非営利活動法人の当期の正味財産の増減原因を
示す計算書

経常収益 経常費用 経常外収益 経常外費用
・受取会費
・受取寄附金
・受取助成金
・事業収益

etc...

・事業費
・管理費

－ ＋ －

＝当期正味財産増減額

（ ）

当期正味財産
増減額 ＋ 前期繰越

正味財産額 ＝ 次期繰越
正味財産額
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ガイドブックP.73~74
（その他の事業がある場合はP.75~76）

活動計算書
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①「事業収益」には事業の実施に
よって得た収益を各事業名（定
款に掲げた事業）ごとに記載し
ます

②会費や寄付金等に計上できない
収益は「雑収入」に記載します。
※その他の金額に比べて過大に
なるのは望ましくありません。



活動計算書
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（経常費用）

事業費:事業で要した費用
管理費:法人の維持・管理に要し

た費用

①事業費 ＞ 管理費になるようにする

②事業費計と「事業報告書」の活動費
計が一致する。

活動計算書
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（その他）

①前期繰越正味財産額が前事業年
度の次期繰越正味財産額と一致
する

②次期繰越正味財産額が「貸借対
照表」の正味財産合計と一致す
る



「その他の事業」

①「特定非営利活動に係る事業」と
「その他の事業」で会計を区分

②「経理区分振替額」でその他の事
業の収益を特定非営利活動に係る
事業の収益に繰り入れる

③その他の事業の支出規模は、総支
出額の２分の１以下
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ガイドブックP.75~76

～

貸借対照表
①資産合計＝負債合計＋正味財産合計
になる

②正味財産合計が「活動計算書」の次
期繰越正味財産額と一致する
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ガイドブックP.79

一致 資産合計
＝負債合計＋正味財産合計



計算書類の注記
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ガイドブックP.77～78

※法人の状況に併せて作成してください。

作成しない場合は
活動計算書に記載

財産目録

①貸借対照表と金額を一致させる

②個人情報を載せない（口座番号、
個人名など）
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ガイドブックP.80



年間役員名簿
①様式にご注意ください!
役員変更届の「役員名簿」とは様式が異なります

②「役名」には「理事」又は「監事」
を記載します
×代表理事、理事⾧ 等

③事業年度途中で就任・退任した役員
も記載します
※前事業年度中に一度でも役員であった方全員を
記載してください

④役員報酬を受けた役員については、
報酬の有無を「有」にし、報酬を受
けた期間を記載します。
※報酬を受けた役員の数は役員総数の1/3以下で
なければなりません 21

ガイドブックP.81

10人以上の社員名簿

◎社員全員を記載する必要はありま
せん

①年間役員名簿に記載のある社員に
ついては年間役員名簿と同一の文
字・表記方法で記載します

②前事業年度の末日を記載します

22

ガイドブックP.82



埼玉県マスコット 「コバトン」

事業報告書類の
突合ポイント
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事業報告書と活動計算書
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～一致



前回の活動計算書と今回の活動計算書
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～一致

～

活動計算書と貸借対照表
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～ 一致



貸借対照表と財産目録
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一致

一致

ご清聴ありがとうございました
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